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（有斐閣，2003 年）530 頁以下。我が国における逆 FOIA訴訟の実務に関しては，森田
明＝中野智昭＝山辺直義＝福田英訓＝井筒聡美「情報公開の差し止め―逆 FOIAの実
情―」神奈川県弁護士会専門実務研究第 11 号５頁（2017 年）。














20 条１項）が侵害されることになりかねない。そのため，平成 16 年２
月 19 日付け各都道府県知事宛て文化庁次長通知「宗教法人に係る都道府









（５） 　宗教法人法 25 条５項は「所轄庁は，前項の規定により提出された書類を取り扱う場
合においては，宗教法人の宗教上の特性及び慣習を尊重し，信教の自由を妨げること
がないように特に留意しなければならない。」と定めている。
広島法科大学院論集　第 16 号（2020 年）－ 257
としている（６）。しかし，平成 17 年５月 10 日，鳥取県知事がこの通知に
従うことなく鳥取県情報公開条例に基づいて開示決定処分をしてしまっ
た。当該開示決定処分を宗教法人側が争ったものが宗教法人財務情報開
示決定取消事件（鳥取地判平成 18 年２月７日判時 1983 号 73 頁，広島高
松江支判平成 18 年 10 月 11 日判時 2002 号 164 頁，最決平成 19 年２月
22 日判例集未登載）（７）であり，本問は当該事件を素材としている。もっ















件を巡って」宗教法 24 号 19 頁（2006 年），石村耕治「判批」白鴎大学法科大学院紀要
１号 249 頁（2007 年），菅充行「宗教法人と情報公開：日香寺（鳥取県）事件判決につ
いて」宗教法 27 号 65 頁（2008 年），磯部哲「法定受託事務と処理基準の意義をめぐっ
て―宗教法人財務情報開示決定取消請求事件―」自治総研通巻 372 号 42 頁（2009 年），







































































































　　 　執行停止に関しては，平成 16 年行訴法改正前の執行停止肯定例として
冒頭で紹介した宗教法人財務情報開示決定取消事件のケースのほか那覇
市海上自衛隊施設建設計画通知訴訟（那覇地決平成元年 10 月 11 日判時
1327 号 14 頁）があり，平成 16 年行訴法改正後では大阪地決平成 19 年
７月６日裁判所ウェブサイト，東京地決平成 20 年 12 月 10 日裁判所ウェ




262 － 広島大学法科大学院公開講義「公法実務基礎」（2019 年度）（伊藤・大島）























地決平成３年２月 22 日判例地方自治 88 号 12 頁は，申立人らに回復の困
難な損害が生ずることの十分な疎明がないとして執行停止を却下した（12）。
また，名古屋地決平成 15 年 12 月 18 日裁判所ウェブサイトは，開示決定
の効力の停止を求める本件申立てについて「本案について理由がないと
広島法科大学院論集　第 16 号（2020 年）－ 263




























（14） 　橋本博之『解説　改正行政事件訴訟法』（弘文堂，2004 年）127 頁参照。

















　　 　平成 16 年行訴法改正後，原告適格に関しては，小田急線高架化訴訟（最


































266 － 広島大学法科大学院公開講義「公法実務基礎」（2019 年度）（伊藤・大島）
　　 　第二に，これ以外の第三者の場合には個別の事案に応じて判断される。
原告適格を肯定したものとして最判平成 13 年 11 月 27 日集民 203 号 783












































































法改正法案」自由と正義 2012 年４月号 15 頁が詳しい。
（20） 　宇賀克也『新・情報公開法の逐条解説〔第８版〕』（有斐閣，2018 年）99 頁。
広島法科大学院論集　第 16 号（2020 年）－ 269
あり，これは「財産権」という言葉よりも「権利」のほうが宗教法人の
信教の自由等の非財産的権利が対象になることを明確にしうるからであ
ると説明されている（21）。
　　 　以上を踏まえて，Ｘは役員名簿を見れば掲載されている者の信仰が判
明してしまい，財産目録には一般に公開されていない秘仏の情報なども
含まれているため，これらの情報が行政文書開示請求を通じて第三者に
公開されれば信教の自由が害されるとして，法５条２号イの「権利」が
害される蓋然性が客観的に認められると主張していくことになる。
以上
（21） 　宇賀・前掲注 20）。
